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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成17年５月２日 

　厚生労働大臣　尾辻　秀久　様 

　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三鷹市長　清原　慶子 

　　　　　

障害者自立支援法案に関する意見について

　日頃より厚生労働省におかれましては、障がい者の自立支援施策の確立と充実のために先頭に立ってご尽力いただいているところと存じております。 

　さて、今国会に上程されております障害者自立支援法案は、従来の障がい者施策の枠組みを抜本的に見直す内容のものであり、障がい当事者や関係者そして自治体行政にも極めて大きな影響を及ぼすものであると認識しております。 

　三鷹市は、「高環境・高福祉」を目標としてまちづくりをすすめている、人口約17万人の地方交付税不交付団体です。 

三鷹市にあっては、法案の概要が明らかになって以降、障がい当事者、関係団体と共催による学習会や意見交換会を実施し、検討を重ねてきました。 

　このたび、こうした経過を踏まえて、三鷹市として、障害者自立支援法案についての意見をまとめましたので、提出いたします。国におかれましては、本意見を十分にお汲み取りいただきまして、本法案が、障がい者の自立と社会参加に真に寄与するものとなるようお取り組みをお願いします。 

　 

（注）三鷹市では、平成１６年１２月１日より、「障がい者の表記に関する基準」を設け、人に関わる「障害」の表記については原則として「障がい」と表記することとしました。 

以下、別紙 --------------------------------------------------------------------------------

障害者自立支援法案に関する意見

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成17年５月２日 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三鷹市長　清原　慶子 

１．障害者自立支援法を、障害者基本法の理念を実現するものにするために、障がい当事者と自治体の声の反映を 

　地域において日常的に多様な場で障がい者と関わり、その課題解決に対応する基礎自治体としての三鷹市は、障害者基本法にも規定されている、障がい者の自立と社会参加が可能となる社会の実現に寄与することを第一義的に重要な責務と考えています。 

　そうした基礎的自治体の立場で考えるとき、今国会に上程されている「障害者自立支援法案」は障害者基本法の理念を具体的な施策レベルで実施、具現化していく上で全国的な指標となるものであると認識しています。したがって、法案の審議にあたっては十分な国民的関心と議論を高める必要があると考えます。 

　しかしながら、実際には、平成15年度からの障害者支援費制度をめぐる課題の総括や自立支援の具体的な内容の明示が不十分と受け止められる経過で法案が提出されおり、自治体のみならず障がい当事者及び関係者は、不安と疑問を拭い切れない状況にあると言えます。 

　そこで、法案の審議にあたっては、障がい当事者や関係団体、そして自治体の意見や要望を尊重し、それを反映することを望みます。そのことによって国民的な関心を高め、国民的な合意の下に制度化されることを強く望みます。 

　 

２．サービス利用負担は、本人所得を基本とした所得方式の採用を 

　サービス利用が必要な障がい者の多くは、一方で十分な所得保障が得られていない現実があり、他方で自立と社会参加のためにはサービスの利用が欠かせないという相互連関関係にあります。そこで、サービス利用の抑制や自立と社会参加に阻害となる方策は採るべきではないと考えます。 

　具体的には、10％の定率負担となるサービス利用負担金について、利用料に係る世帯、扶養義務の範囲については原則的には本人所得を単位とすべきであり、民法上の規定を考慮したとしてもその範囲は配偶者までとすべきです。 

　また、低所得者に対する利用料負担軽減にあたっても十分な配慮と弾力的な運用が必要であると考えます。 

　将来的には、所得保障を実現することが本質的な政策課題です。 

　 

３．地域生活支援事業実施にあたっては、十分な財源的裏づけを 

　地域生活支援事業は個別給付と切り離され、裁量的経費としての補助金で対応するとされています。地域で障がい者の自立と社会参加を実現する施策を推進する上で、地域生活支援事業は重要な位置を占めているとともに、その地域の特徴を反映させた障がい者と共生するまちづくりにとっても重要な事業です。 

　そのためには、そうした事業が安定的・持続的に推進できる財源の確保が重要であり、その保障が不可欠です。したがって、地方分権の観点からも適切な財源措置が求められています。 

４．安定的運営が可能となる日中活動の場の整備を 

　障がい者の日中活動の場は障がい者本人が自己の社会的役割を確認するアイデンティティの視点からも重要性は大きく、小規模通所授産施設や共同作業所等日中活動の場について機能面からの見直しと改善を行うことは必要であると認識しています。 

　ただし、現実の日中活動の場は、法的にも財政的にも脆弱な施設が多いのが実状であり、基礎自治体等がその運営を財政的に支えている現実があります。 

　三鷹市にあっても、精神障がい者、知的・身体障がい者の300名以上が非支援費対応事業である小規模通所授産施設や共同作業所等に通所しています。こうした現実は三鷹だけの特殊な問題ではなく、全国的に共通する問題でもあります。 

　そこで、日中活動の「場」が法に基づく事業所として認知され、制度的に安定的な運営が可能となるよう財政的な育成・支援方策が必要であり、障害者自立支援法がそうした制度の確立に貢献するものであるようにすべきです。 

５．障がい者の自立支援に繋がる国庫負担基準額の設定を 

　介護給付及び訓練等給付の支給量については、基礎自治体が独自に支給基準を設定するとされているものの、その財源については、国庫負担上限額（基準額）を超える部分は全額自治体負担とされています。 

　障がい者の地域自立生活のためには居宅介護等で十分なサービスが必要であり、国庫負担基準額の設定にあたっては、障がい当事者、関係団体、事業者、自治体の意見を反映したものとすべきです。 

